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研究ノート
企業におけるジェンダー平等と女性の自立
　　賃金と労働時間の観点から　　
杉田　あけみ
Gender Equality in Enterprises and Independence of Women
　From the Viewpoint of Wages and Working Hours　
Akemi Sugita
１．はじめに
　『2013年版男女共同参画白書』（以下，『2013男女白書』）の特集は，冒頭で，「男女共同
参画社会の実現に向けた様々な取組の積み重ねにもかかわらず，各種の指標や統計データ
に表れているとおり，我が国の経済分野において，女性はいまだ十分にその能力を発揮で
きていない」と述べている．また，「どのような雇用形態で働いているか，家庭を持って
いるか，子どもがいるか，どのような教育を受けたか，世帯としての経済状況はどうか，
親の介護が必要な状態か，配偶者との役割分担はどうかといった点において男女は多様な
状況にあるが，現状ではそれらの要因が働き方に与える影響は男性に比べて女性で大きく
なりがちである」とも述べている．
　前文で，「男女共同参画社会の実現を，21世紀の最重要課題 1」と位置づけた「男女共同
参画社会基本法」が施行されてから，本年（2013年）で14年になる．しかし，『2013男
女白書』が述べているように，経済分野において，女性はいまだ十分にその能力を発揮で
きていないのである．この問題を企業に限定すれば，そこで働く男女労働者は「ジェン
ダー不平等」ということになる．筆者は，「就業」の中心を占める「雇用」，および雇用主
である「企業」の対応に中心を置いて，「ジェンダー平等」の研究を進めている．
　ジェンダー・ダイバーシティ（gender diversity）をマネジメントして企業におけるジェ
ンダー平等を実現していくにあたって，男女労働者は家庭責任を負っている2という視点
 1 坂東（2004：127）は，「前文で注目されるのは “男女共同参画社会の実現を，21世紀の我が国の
最重要課題である” と位置づけていることである」と述べている．さらに，「これは他の施策と
重要性を比較して最重要というよりも，男女共同参画社会の実現自体が最重要な政策課題である
ことを示している」とも述べている．
 2 ILO156号条約（1981年採択）は，「家族的責任を有する男女労働者の機会及び待遇の均等に関す
る条約」であり，子供や近親者の面倒を見るために職業生活に支障をきたすような男女の労働者
に対して，各種の保護や便宜を提供し，家族的責任と職業的責任とが両立できるようにすること
を目的としている．日本もこの条約を1995年6月9日に批准している．「男女共同参画社会基本法」
が掲げている基本理念の一つである「家庭生活における活動と他の活動の両立」からも言える．
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を欠いてはならない．男女労働者は，労働力提供者として仕事（work）の領域だけで生
きているわけではない．生活者としての生活（life）の領域もある．両領域で生きている
男女労働者にとっては，両領域の生活の配分と統合，つまり両領域の範囲と境界線とをど
のように管理するかが問題となる．労働力提供者である男女の働かせ方の問題は，生活者
である男女の働き方の問題でもある．
　以上の点を踏まえて作成した図が，「企業におけるジェンダー（gender）平等の位置づ
け」である．「ワークライフ・バランス3（work-life balance：以下，WLB）施策 4およびそ
れと関連の深い「次世代育成支援対策推進法」に基づく一般事業主行動計画を包括した男
女均等施策 5」（以下，「WLB施策を包括した男女均等施策」）の活用により，男女労働者が
「仕事におけるジェンダー平等」と「WLB」を享受できれば，企業におけるジェンダー平
等が実現する．
　そこで，「WLB施策を包括した男女均等施策」を，企業におけるジェンダー平等を実現
していくうえでの重要な経営戦略と位置づけ，両性の多様性を生かす戦略としてのジェン
ダー・ダイバーシティ・マネジメント（gender diversity management）と関連づけた．さ
らに，それを戦略的労働のCSR，経営理念，ディーセント・ワーク（decent work）と関
連づけたうえで，生活経営の視点から企業の戦略が男女労働者の生活（個人・家庭・社
会）の領域にもたらすものを視野に入れている．また，企業におけるジェンダー平等の実
現には，一国レベルの法律と超国家レベルの条約とが連動しながら展開されていることも
加味している．
２．企業におけるジェンダー平等をめざして
　2013年 5 月19日には，若者・女性活躍推進フォーラムが，「出産・子育てなどによる
離職の減少」，「指導的地位に占める女性の割合の増加」等の課題解決に向けて提言 6を発
 3 ｢ワーク・ライフ・バランス｣，｢ワークライフ・バランス｣，｢ワークライフバランス｣ という表
記が見られ，いずれの表記も「WLB」と略されることが多い．現時点で目にする表記の多くは，
｢ワーク・ライフ・バランス｣ であると思われる．日本経済新聞では「ワークライフバランス」
が使用されている．筆者は，「ワークライフ・バランス」を用いている．その理由は，個々人に
とっての生活には，「ワーク（仕事）の領域」と「ワーク（仕事）以外（個人，家庭，地域社会）
の領域」とがあり，その間には両領域を調和するための浸透性と柔軟性がある中間エリアがある
という理論的枠組に基づき，「就業」の中心を占める「雇用」，および雇用主である「企業」の対
応に中心を置いて，「ジェンダー平等」の研究を進めているからである（キーワードは，「ジェン
ダー・ダイバーシティ・マネジメント」，「ワークライフ・バランス」，「ディーセント・ワーク」
等々である）．本稿においての「WLB」も，三種類の表記を区別しないで用いることとする．
 4 ファミリー・フレンドリー（ファミフレ）施策は，WLB施策に包括されるとする．
 5 男女均等施策とポジティブ・アクション（PA）とは同義とするが，本稿では男女均等施策を用
いることとする．
 6 提言は，①女性の活躍促進や仕事と子育てなどの両立支援に取り組む企業に対するインセンティ
ブ付与等，②女性のライフステージに対応した活躍支援，③男女が共に仕事と子育て・生活を
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表した．同年 6 月14日には，女性の活躍推進に向けた施策が盛り込まれた「日本再興戦
略 ― JAPAN is BACK―」が閣議決定された．また，同年 7 月29日，経団連が企業行動委
員会の下部組織として女性活躍推進部会を新設した．このように，官民あげての女性の活
用推進が始まった．　
　少子高齢化が進み，生産年齢人口が減少していくなか，女性労働者の確保は経済成長の
大きな課題である．このような状況下，家庭責任を担っている男女労働者が，仕事の領域
と生活の領域との配分と統合をしながら働き続けることができる社会の実現は，今日の日
本における重要課題である．このような社会を実現させるカギは，「企業におけるジェン
ダー平等」であるというのが筆者の主張である．
　企業におけるジェンダー平等を後押しする第 1 の実施主体は企業である．「WLB施策を
包括した男女均等施策」により，男女労働者が「仕事におけるジェンダー平等」と
「WLB」を享受できれば，企業におけるジェンダー平等が実現することは，すでに述べた
とおりである．そこで，「WLB施策を包括した男女均等施策」により，「仕事における
ジェンダー平等」を享受した結果が男女間の賃金格差の縮小であり，「WLB」を享受した
両立できる環境の整備，の 3 本柱からなる．若者・女性活躍推進フォーラム（2013）「我が国
の若者・女性の活躍推進のための提言」http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ywforum/pdf/teigen.pdf
（2013.09.30アクセス）．
図　企業におけるジェンダー平等の位置づけ
注：筆者作成（2005 年作成，2013 年改訂 10 版）
46
企業におけるジェンダー平等と女性の自立
結果が長時間労働の解消であるとする．企業におけるジェンダー平等の下で，男女労働者
が働き続けるためには，両者の賃金格差縮小と労働の再生産を念頭においた労働時間は必
須要件であると考えられるからである．
　そこで，企業におけるジェンダー平等の実現をめざして，本稿では，賃金と労働時間に
限定してみていく．
　（1）賃金
　2010年 8 月，厚生労働省は，賃金・雇用管理の見直しの視点や格差の実態を把握する
ための調査票といった実践的な支援ツールを盛り込んだ「男女間賃金格差解消に向けた労
使の取組支援のためのガイドライン」（以下，「賃金格差解消ガイドライン」）を作成した．
「賃金格差解消ガイドライン」は，「男女間賃金格差縮小，さらなる女性の活躍推進に向け
て，①公正・明確かつ客観的な賃金・雇用管理制度とその透明性の確保，②配置や業務の
与え方，教育訓練等の賃金・雇用管理の運用面における取り扱いの見直し，改善，③過去
の性差別的な雇用管理や職場に根強く残る固定的な男女の役割分担意識により事実上生じ
ている格差を解消するための取組，の 3 つの視点に立った対応策が求められる」と述べて
いる．①には「仕事と生活の調和の実現に向けた取組の推進」が，③には「ポジティブ・
アクションの推進」があがっている．この点は，「WLB施策を包括した男女均等施策」に
より，「仕事におけるジェンダー平等」を享受した結果が男女間の賃金格差の縮小である
と筆者が前述したことと重なるといえよう．
　日本は 2008 年 4 月，国連女性差別撤廃委員会（Committee on the Elimination of 
Discrimination against Women：以下，CEDAW）へ「女性差別撤廃条約実施状況」の第 6
回報告 7を提出した．これに対し，2009年 8 月，CEDAWから，最終見解 8が出された．そ
の中で，「性別に基づく賃金格差が，フルタイムの労働者の間では時間当たり賃金で32.2
パーセントと非常に大きく，パートタイム労働者の間ではこの性別に基づく賃金格差がさ
らに大きいという現状が根強く続いていることに懸念する」と指摘されている．さらに，
「女性差別撤廃条約 9および ILO100号条約 10に沿った同一労働および同一価値の労働に対
する同一報酬の原則と認識できる条項が，労働基準法にないことを懸念する11」との指摘
 7 外務省（2008）「女性差別撤廃条約実施状況 第 6 回報告（仮訳）」http://www.mofa.go.jp/mofaj/
gaiko/josi/pdfs/hokoku06.pdf（2013.03.28アクセス）．
 8 内閣府男女共同参画局（2008）「女性差別撤廃委員会の最終見解」http://www.gender.go.jp/teppai/ 
6th/CEDAW6_co_j.pdf（2013.03.28アクセス）．
 9 日本は，1985年 6 月に批准している．
10 日本は，1967年 8 月に批准している．
11 「労働基準法」第 4 条は，「使用者は，労働者が女性であることを理由として，賃金について，男
性と差別的取り扱いをしてはならない」と定めているが，第 4 条では男女間の賃金格差は解決
されていない．「女性差別撤廃委員会の最終見解に対するフォローアップに関する日本弁護士
連合会報告書」においても，ILO100号条約を実効性あるものとして実現するため，国際基準
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もされた．この最終見解に対しての日本政府のコメントに記述されているのが，「賃金格
差解消ガイドライン」の作成である．「同一労働および同一価値の労働に対する同一報酬
の原則と認識できる条項が，労働基準法にないことを懸念する」との指摘に対するコメン
トは出されていない．ILO100号条約および国連女性差別撤廃条約を批准している以上，
男女間，正規・非正規間のさらなる賃金格差縮小をめざし，CEDAWから指摘されている
同一労働および同一価値の労働に対する同一報酬の原則（以下，同一価値労働原則）を
「労働基準法」（以下，「労基法」）の条項とすることが望まれる．
（2）労働時間
　労働時間に関しては，「1 週間について40時間を超えて，労働させてはならない．1 週
間の各日は 1 日 8 時間を超えて労働させてはならない」ことが，「労基法」で規定されて
いる．しかし，この規定に関しては，1 週間単位，1 ヵ月単位，1 年単位の変形労働時間
制が認められている．したがって，割増賃金を支払わずに，1 日 8 時間，1 週間40時間
を超えて働かせることが可能である．また，一定時間働いたものとみなす裁量労働制は，
結果として長時間労働となり，社会問題にもなっている．さらに，「労基法」第36条によ
り労使協定（36協定）を締結すれば，法定労働時間や変形労働時間制で定められた時間
を上回る時間外労働や休日労働が可能 12となっている．
　このような状況の改善に向けて，「労働時間等の設定の改善に関する特別措置法」（以
下，「労働時間等改善措置法」）が，2006年 4 月 1 日から施行された．「労働時間等改善措
置法」第 4 条第 1 項の規定により，「労働時間等見直しガイドライン（労働時間等設定改
善指針）」（「2008年厚生労働省告示第108号」）が，2008年 3 月24日に出された．このガ
イドラインの基本的考え方は，以下の 3 点である．
　① 労働者が健康で充実した生活を送れるよう，所定外労働時間を削減するとともに年次
有給休暇の取得を促進すること
　② 労働時間設定の改善にあたっては，労使の話し合い体制を整備し，労働者一人ひとり
の健康と生活に関するさまざまな事情を踏まえて，個々に対応すること
　③ ワーク・ライフ・バランスの実現のために，経営者は自らが主導して，職場の環境を
変えるための意識改革や柔軟な働き方の実現に取り組むこと
　以上の考え方を踏まえて，労働時間等を見直し，改善に努めることが求められている
に基づく，職務評価手法を早急に確立することが必要である」と指摘されている．http://www.
nichibenren.or.jp/library/ja/kokusai/humanrights_library/treaty/data/woman_report_followup.pdf
（2013.03.28アクセス）．
12 可能な限度の基準は緩やかである．1998年労働省告示第154号，http://labor.tank.jp/wwwsiryou/
messages/58.html（2013.03.28アクセス）．2003年基発1022003号，http://www.zeniro.jp/cgi-local/
siryou/upfile/36-11.pdf（2013.03.28アクセス）．
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が，長時間労働は解消されていない13．企業を取り巻く環境が厳しい昨今，「事業主による
自助努力」に委ねているだけでは，長時間労働の解消は望めないと思われる．したがっ
て，労働時間の直接規制を強化し，長時間労働を解消していく必要がある．具体的に言え
ば，36協定による時間外労働の限度を「労基法」で定めることではないだろうか．その
際，1997年の「男女雇用機会均等法」の改正に伴い撤廃された女性の時間外労働の限度 14
を基準とすることを提案したい．この基準であれば，労働の再生産の場における生活時間
配分に極端なジェンダー差が生じなくなると考えられるからである．
　労働時間等とは，労働時間，休日，年次有給休暇その他の休暇をさしている15．そこで，
年次有給休暇（以下，有休）についてもみておきたい．「2012年就労条件総合調査の概
況」によれば，2011年の労働者 1 人平均の有休付与日数（除：繰越日数）は18.3日であ
るが，取得日数は9.0日（取得率49.3％）にすぎない．1980年代半ば以降からは，有休の
取得促進のための措置 16がとられてきたが，効果は上がっていないといえる17．
　有休の取得率を上げ，完全消化を目指すためには，思い切った施策が必要であろう．こ
の点に関しては，第 4 回「ワーク・ライフ・バランス大賞」を受賞した六花亭製菓グルー
プのケースが好例である．受賞理由は，トップの決断により，「従業員の100％有休取得
実現」を1989年から実施し，問題解決をしながら，2010年の受賞時点まで21年間続いて
いることであった 18．
　なお，病気のときのために有休を残しておくという考えが，企業側にも労働者側にもある19．
13 2013年 9 月 1 日に，厚生労働省が実施した電話相談（相談件数1,042件）における相談内容（複
数回答）の 1 位は賃金不払い残業556件（53.4％），2 位は長時間労働414件（39.7％）だった．
厚生労働省（2013）「若者の “使い捨て” が疑われる企業等に関する無料電話相談について」
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/wakamono/index.html
（2013.09.25アクセス）．
14 1997年「男女雇用機会均等法」の改正までは，女性の時間外労働の限度（1 日 2 時間，1 週間 6
時間，年間150時間）が「労基法」に規定されていた．この規定を撤廃せずに，男女の時間外労
働の限度とする方策がとられるべきだったのではないだろうか．
15 「労働時間等の設定に関する特別措置法」第 1 条の 2（定義）参照．http://law.e-gov.go.jp/htmldata/
H04/H04HO090.html（2013.09.30アクセス）．
16 「労基法」第39条第 6 項に基づく有休の計画的付与制度，同第 4 項など．http://law.e-gov.go.jp/
cgi-bin/strsearch.cgi（2013.09.30アクセス）．
17 取得率が50％を超えていたのは，1999年（50.5％）が最後である．その後は49％台から46％台で
下がったり上がったりである．http://db2.jil.go.jp/tokei/html/W2402002.htm（2013.09.30アクセス）．
18 日本生産性本部（2010）「【大賞】六花亭製菓グループ」http://www.jisedai.net/wlbtaishou/2010/
pdf/rokkatei.pdf（2013.09.25 アクセス）．なお，六花亭製菓のホームページにおける会社概要
（2013.07.04 現在）（http://www.rokkatei.co.jp/company/index.html，2013.09.25 アクセス）の休暇
欄には，有休取得24年連続100％達成との記述がある．
19 筆者が実施した「2010年度一般財団法人島原科学振興会研究助成金調査」において，何がある
かわからないからということで，有休の完全消化は非現実的という声があった（杉田2012：76-
77）．また，その調査において，「有給休暇の完全消化」言葉はかっこ良いですが，中年以降にな
ると仕事で有休が消化出来ないという理由だけでなく，病気入院に備えて貯めておくという方が
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したがって，有休とは別枠の傷病休暇制度 20の創設が望まれる．
３．企業におけるジェンダー平等の実現は，女性の自立促進
　労働力を提供し，賃金を得て，労働力の再生産をしている者が多数を占めている現在，
企業におけるジェンダー平等により，男女の賃金がほぼ平等になり，生活時間配分に極端
なジェンダー差がなくなれば，配偶者の有無にかかわらず，自立を望む女性は自立できる
ようになるであろう．また，女性の年齢階級別潜在労働力率は，年齢階級別労働力率とな
り，少子高齢化による労働力率低下を緩和することにもなるであろう．
　自立については，多方面から論じられており21，社会福祉学の研究の発展に伴って「自
立の捉え方は拡大 22」（大橋2002：256）している．谷口（2003：21-22）は，「自立の概念
を細分化すると 5 種類 23考えられる」と述べている．しかし，本稿では，「経済的自立」，
「精神的自立」，「社会的自立」の 3 つとする．それは，ジェンダー平等社会の構築におい
て，この 3 つがベースになると考えるからである．
　したがって，自分の行為を自分で規制する意思決定（自己決定＝精神的自立）ができ，
職業から得る収入で，自己管理をしながら生活（自活＝経済的自立）ができ，主体的生活
スタイル（日常生活においても生き方においても主体性がある）で周囲の人々に，その存
在を認められていること（社会的自立ができている）を，本稿での女性の自立 24とした．
図の右面は，個人の生活におけるジェンダー平等（収入，生活時間，労働力支出）が実現
することにより，自立を望む女性が自立できる状況を示しているのである25．
　男女労働者は，「WLB施策を包括した男女均等施策」を活用することにより，「仕事に
多数おられます．従って，有休の完全消化はサラリーマンの実態にそぐわないと考えますという
見解もあった（杉田2012：86）．
20 「2012年就労条件総合調査の概況」における特別休暇制度の有無で，特別休暇制度がある企業は
57.5％である．そのうち，特別有休休暇の種類（複数回答）において，21.8％の企業は病気休暇
がある．http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/12/dl/gaikyou.pdf（2013.0927ア
クセス）．
21 本稿で取り上げた大橋，谷口以外に，例を挙げると，古川（2005，2007），槇（2006）等々である．
22 今日では，自立生活の捉え方は，ｱ .労働的自立（筆者注：多くの場合，経済的自立と言われてい
る），ｲ .精神的自立，ｳ .健康的身体的自立，ｴ .社会的自立，ｵ .生活技術的自立，ｶ .政治的･契約
的自立の 6 つの枠組みから考える必要がある．詳細は大橋（2002）を参照．
23 自立を細分化すると，身辺自立，精神的自立，経済的自立，住環境自立，社会的自立の 5 種類が
考えられる．詳細は谷口（2003，2005）を参照．
24 自立のベースは自己決定＝精神的自立ができることである．この段階で，専業主婦に代表される
生き方を決定した場合，経済的自立は通常あり得ない．そして，女性自身の存在は，配偶者の延
長線上におかれることになる（Ex.○○さんの奥さん）場合が多い．この状況は，女性が個人と
して，その存在を認められているとは言えないというのが，筆者の主張である．また，自立を望
み，自立をするということは，経済的自立に必要な能力（収入を得るために必要な知識能力，技
術能力，態度能力）を，自己開発し続けることである．
25 図の右面は，女性も男性も 3 つの自立をしている状態を示している．
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おけるジェンダー平等」と「WLB」を享受することができ，企業におけるジェンダー平
等が実現することは，すでに述べたとおりである．しかし，「“WLB施策” はあるものの，
“男女均等施策” はあると言い難い」企業が見受けられる．一方で，「“男女均等施策” はあ
るものの，“WLB施策” はあると言い難い」企業が見受けられる．このような企業の男女
労働者は，「WLB」，または「仕事におけるジェンダー平等」のいずれかしか享受できな
い．したがって，このような企業は，「WLB施策を包括した男女均等施策」を構築し，企
業におけるジェンダー平等を実現し，女性労働者の「M字型就労」を解消させる，つま
り「台形型就労」を促進していく必要がある．「台形型就労」は，女性の自立に必須であ
るというのが，筆者の主張である．
　しかし，現状は，男性労働者の長時間労働が女性労働者の生活の領域，特に家庭での生
活を過重にし，非労働力化をもたらしている．したがって，台形型就労が可能な「WLB
施策を包括した男女均等施策」の第 1 は，男女労働者が仕事の領域と生活の領域との範囲
と境界線を管理できる労働時間の保障である．具体的に示せば，時間外労働の年間150時
間上限規制 26，年次有給休暇の完全消化，育児休業 27や介護休業が利用しやすく，かつ復帰
後，働きやすい労働環境等々である．第 2 は，雇用の質を高めることである．具体的に示
せば，間接差別の概念の定着による禁止，ポジティブ・アクションや同一価値労働原則を
取り入れた均等待遇の強化等々である．
　しかし，企業間競争激化の今日，前述の施策を労働者や労働組合等 28と個々の企業との
コラボレーションによる自助努力にゆだねるには限界がある．女性の職場進出を抑制して
いる政策や長時間労働に代表される男性の働き方に終止符を打ち，日本政府の21世紀の
最重要課題である男女共同参画社会の実現をめざし，労働政策の転換がなされなければな
らない．
４．おわりに
　企業におけるジェンダー平等が実現することにより，自立を望む女性の自立が可能とな
る．本稿に掲載した筆者の図は，それを示している．図の左面において，企業における
ジェンダー平等の実現とは，男女労働者が両性の多様性を生かす戦略としてのジェン
ダー・ダイバーシティ・マネジメントのもとで労働に従事していることである．そして，
その労働は，戦略的労働のCSRの多様な配慮と結びついて，ディーセント・ワークに裏
打ちされたものになっていることである．その結果，図の中央に示されている中間領域
（仕事の領域と生活の領域とが点線で示すように混合する領域）の右側の点線がさらに右
26 注14参照．
27 3 年育休の推進を企業に求めることではないというのが筆者の主張である．男女従業員個々人の
人生デザイン，企業の現状，労働組合（または，それに準ずる委員会等）の調整能力等を見据え
たうえでの育休期間の決定が，育児休業取得者に要求されているのではないだろうか．
28 労働組合やそれに準ずる組織．
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側に移動することは減少する．つまり仕事の領域が，生活の領域に大きく入り込んでくる
ことは減少する．そして，図の右面（男女労働者の労働力再生産の場である生活の領域）
において，同一価値労働原則が家庭に持ち帰る収入をほぼ平等にし，生活時間配分にも極
端なジェンダー差はなくなる．つまり，男女の労働力が均等なものとして再生産の場にお
いても機能するようになるのである．
　企業におけるジェンダー平等により，ディーセントな労働環境のもとで男女労働者が働
くことができ，自立を望む女性が自立できる社会が構築されるのである．それはまた，健
全な次世代の再生産を可能にする社会の構築 29でもある．
　以上のことを企業サイドから具体的にみれば，「WLB施策を包括した男女均等施策」に
より，男女労働者に長時間労働を強いないことであり，ライフステージに応じた正規雇用
の男女労働者の（勤務時間の長短が異なるだけであって他の労働条件に差はない）フルタ
イマーとパートタイマーの行き来が可能な状態である．これを家庭サイドからみれば，男
女両性のWLBがとれている状態である．
　このような，仕事の領域と生活の領域とのあり方を実現するためには，労働力提供者で
あり生活者である男女労働者が主体的にWLBを望み，ディーセント・ワークの実現を，
次世代の再生産も含めた生活経営の最重要課題として意識化し，労働組合等との連携によ
り労働環境の改革を企業に迫るだけにとどまることなく，政府に対して，労働政策の転換
を強く求めていく必要がある．
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